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１．現在の技術開発計画の概要

（１）技術開発計画の概要

○農業農村整備に関する技術開発計画は、土地改良長期計画の政策目標を達成するために、行政ニーズを
踏まえた技術開発の展開方向を取りまとめたもの。

（ ）技術開発 概要

■土地改良長期計画 （平成 年 月 閣議決定）■土地改良長期計画 （平成24年3月 閣議決定）
第５ 計画の実施に当たって踏まえるべき事項
９ 技術開発の促進と人材の育成・確保

本計画が掲げる政策目標の達成に資するため、実用性に富み社会に貢献できる技術開発の促進が不可欠であることから、今後の生産基
盤の整備等に必要な技術開発の推進方向についての計画を取りまとめるとともに、新技術の積極的な活用を図る。

土地改良法

土地改良長期計画
食料・農業・農村基本法森林・林業基本法 水産基本法

土地改良長期計画
（平成24年3月閣議決定）

農業農村整備に関する
技術開発計画

食料・農業・農村基本計画森林・林業基本計画 水産基本計画

技術開発計画

技術開発の展開方向

実用技術の実証

共通認識
農林水産研究基本計画

計画期間：H23~H27
我が国の農林水産業・農山漁村が直面する状況や国際的な
課題の克服に向けて 産学官の各部門が共通の基本的な方

独法の試験研究機関
（農村工学研究所等）
の研究活動

大学の
研究活動

民間企業
の技術開発

都道府県
の技術開発

共通認識

官民連携新技術研究開発事
業により支援

技術開発の推進

課題の克服に向けて、産学官の各部門が共通の基本的な方
針の下に新たな知識体系を構築し、新たな農林水産政策に
即して、革新的な研究開発を計画的かつ効率的に進める。
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（２）技術開発計画の経緯

○技術開発計画は平成8年度に策定し、その後平成16年度、平成21年度に土地改良長期計画の内容に沿っ

２

て見直しが行われ、平成23年度に土地改良長期計画が1年前倒しにより見直しされたことを受け、技術開発
計画についても1年前倒しで見直し。

技術開発計画のテーマ

平成９年３月 平成１７年３月 平成２１年４月

①効率的、経済的な計画・設計・施工・管理
に資する技術
②競争力の高い農業の実現に資する技術
③農村生活環境の整備に資する技術

①意欲と能力のある経営体の育成
②総合的な食料供給基盤の強化
③安定的な用水供給機能等の確保

④農業災害の防止と安全･安心な地域社会

①農地利用集積

②農業用用排水施設のストックマネジメ
ント
③農用地の確保と有効利用③農村生活環境の整備に資する技術

④豊かな環境の保全に資する技術
⑤安心して暮らせる地域づくりに資する技術

④農業災害の防止と安全 安心な地域社会
の形成
⑤循環型社会の構築

⑥自然と農業生産が調和した豊かな田園自
然環境の創造及び地域資源の適切な保全
管理

③農用地の確保と有効利用
④個性豊かで活力ある農村づくり
⑤農業用施設等の減災・防災

⑥地域共同活動を通じた農地、農業用
水等の適切な保全管理
⑦農業農村整備事業の低コスト化等

⑦個性ある美しいむらづくり
⑧効率的、効果的な計画。設計・施工・管理

⑦農業農村整備事業の低コスト化等

土地改良長期計画策定
（平成 年 月）

土地改良長期計画策定
（平成 年 月） （平成20年12月）（平成15年10月）



○現在の技術開発計画では、平成20年度に策定された旧土地改良長期計画に位置づけられた６つの政策目標

（３）技術開発計画の展開方向

とコスト構造改善プログラムで示された目標を達成するため技術開発の基本方針や技術開発の視点を記載。

技術開発五ヶ年計画（Ｈ２１～）の基本方針 主な技術開発の視点

効率的かつ安定的な経営体の育成と質の高い農地利用集積に
資する技術

①

・農地利用集積の促進に資する技術
・田畑輪作に対応した生産基盤整備技術

農業用用排水施設のストックマネジメントによる安定的な用
水供給機能等の確保に資する技術

農用地の確保と有効利用による食料供給力の強化に資する技

②

③

・農業用用排水施設の老朽化や劣化の状況を診断する技術
・費用、効果、リスクなどのマネジメント手法のシステム化
と対策に資する技術
・ライフサクルコストを低減する補修・補強に資する技術
・健全な水循環系の保全管理に資する技術農用地の確保と有効利用による食料供給力の強化に資する技

術

田園環境の再生・創造と共生・環境を活かした個性豊かで活
力ある農村づくりに資する技術

③

④

健全な水循環系の保全管理に資する技術

・農地の有効利用に資する技術
・不利な生産条件を改善する技術
・自給飼料の効率的な生産利用に資する技術

減災の観点も重視した農業災害の防止による安全・安心な地
域社会の形成に資する技術

農村協働力を活かし 多様な主体の参加促進や集落等の地域

⑤

・地域資源を活用した農村環境の形成・管理に資する技術
・循環型社会の構築に資する技術
・自然エネルギーを利用した技術

・農業用施設等の災害予防と減災に資する技術農村協働力を活かし、多様な主体の参加促進や集落等の地域
共同活動を通じた農地、農業用水等の適切な保全管理に資す
る技術

効率的、効果的な調査・計画・設計・施工・管理に資するイ

⑥

⑦

農業用施設等の災害予防と減災に資する技術
・広域防災機能の増進、災害予測及び情報提供に資する技術
・地球温暖化の影響把握と対応に資する技術

・農地・農業用水等の保全管理の活動指針や地域の実情に対
応した効率的・効果的な保全手法等の開発

３

効率的、効果的な調査 計画 設計 施 管理に資するイ
ノベーション

⑦ 応した効率的・効果的な保全手法等の開発
・集落機能の維持向上に資する技術

・効率的、効果的な調査・計画・設計・施工・管理に資する
技術



２．技術開発計画 ４

（１）技術開発の推進方向

○土地改良長期計画に掲げられた政策目標の達成に資するため、実用性に富み社会に貢献できる技術開発
の推進と新技術の積極的な活用を図るため、今後5年間で目指すべき生産基盤の整備等に必要な技術開
発の推進方向について、利用者のニーズを踏まえつつ取りまとめ。発の推進方向について、利用者のニ ズを踏まえつつ取りまとめ。

技術開発の推進方向

土地改良長期計画の政策目標

ア 農地の大区画化等と担い手への農地集積に資する技術
イ 戦略作物等の生産拡大のための水田の汎用化に資する技術
ウ 農業経営基盤の強化のための畑地かんがい整備等の推進に資する技術
エ 基盤整備を契機とした担い手の育成・確保に資する技術

政策課題 政策目標

改良長

１．農地の大区画化・汎用化等による
農業の体質の強化

ア 農業水利施設の戦略的な保全管理に資する技術
イ 耕作放棄地の発生防止と解消に資する技術

ア 農地や農業水利施設等の迅速な復旧に資する技術
イ 先進的な農業の展開のための基盤整備に資する技術
ウ 被災集落の復興整備に資する技術

Ⅰ．農を「強くする」
～地域全体としての食料生産

の体質強化～

農業の体質の強化

２．農地・水等の生産資源の適切な保
全管理と有効利用による食料供給
力の確保

被災地域の災害に強い新たな食料 ウ 被災集落の復興整備に資する技術

ア 農地防災対策の総合的な推進に資する技術

イ ハザードマップ等のソフト対策を組み合わせた防災・減災対策の推進に資す
る技術
ウ 土地改良施設の耐震強化や津波対策に資する技術

Ⅱ．国土を「守る」
～震災復興、防災・減災力の
強化と多面的機能の発揮～

３．被災地域の災害に強い新たな食料
供給基地としての再生・復興

４．ハード・ソフト一体となった総合的

な災害対策の推進による災害に強

い農村社会の形成

ア 地域農業の変化に対応する用排水のリスク評価及び運用管理手法の開発
に資する技術
イ 地球温暖化の影響評価と対応に資する技術

ア 地域が主体となった地域資源の保全管理に資する技術
Ⅲ．地域を「育む」
～農村の協働力や地域資源

５．農地の整備、安定的な水利システ

ムの維持や農村環境の保全等によ

る農業・農村の多面的機能の発揮

６．地域の主体性・協働力を活かした
地域資源の適切な保全管理・整備

ア 小水力発電など農業水利施設等を活用した再生可能エネルギーの導入促
進に資する技術
イ 生態系や景観等の美しい農村環境の保全・創出に資する技術
ウ 農業集落排水施設や汚泥リサイクル施設等の整備に資する技術

の潜在力を活かしたコミュ

ニティの再生～
７．小水力発電等の自立・分散型エネ

ルギーシステムへの移行と美しい

農村環境の再生・創造



○技術開発は、一般的にその目的と進捗段階に応じて、基礎研究、応用研究、開発研究の順で展開。
究 応 究 階 生 れ 複数技術を組 合わ 実 階 技術を

（２）計画の対象とする技術開発レベル

開発研究では、応用研究までの段階で生まれた複数技術を組み合わせ、実用段階の技術を開発。
その成果を現地で実証し、活用可能な技術へ展開。
○さらに活用段階において、問題点、課題が生じれば、研究段階にフィードバックし技術を改良。 本文P２０

農業農村整備に関する技術開発計画

開発研究基礎研究 応用研究

基礎研究 応用研究

活用技術開発
（開発研究から生み出される技術）

応用研究基礎研究

①実用化技術 ②事業化技術
応用研究までの段階
で生まれた複数技術
を組み合わせ

特定地域や条件下
で適用可能な技術

広範に適用可能
な技術試作的な工法、手法

が完成が完成

５
フィードバック



①農地の大区画化・汎用化等による農業の体質強化

ア 農地の大区画化等と担い手への農地集積に資する技術

（３）ニーズ調査を踏まえた主な技術開発テーマの事例 ６

ア 農地の大区画化等と担い手への農地集積に資する技術
イ 戦略作物等の生産拡大のための水田の汎用化に資する技術
ウ 農業経営基盤の強化のための畑地かんがい整備等の推進に資する技術
エ 基盤整備を契機とした担い手の育成・確保に資する技術

事例 イ 戦略作物等の生産拡大のための水田の汎用化に資する技術 【本文P８ （１）イ】
○地下水位制御システムによる大豆・麦（転作含む）の地下かんがい排水技術
○水田のかんがい水位を自動管理する低コストな地下水位制御システム

現 状 技術開発の目標

○土壌条件や気象条件等の地域特性の違いに
よる用水管理手法が未確立

○地域特性に応じた
大豆・水稲の地下か
んがい用水計画を

取水量測定
転作・ 水稲作

降雨量測定

○温暖な地域においては、暗渠資材として使用
するモミガラの耐久性が低いことが課題

んがい用水計画を
策定し、多様な土壌、
気象条件に適用可
能な地下水位制御
システムを確立

2,500

3,000
(ha)  

暗渠排水表面排水

0

500

1,000

1,500

2,000

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 ○木質、残材チップ、雑

地下水位制
御システムの
普及状況 地下水位制御システムの用水需要量の解明

排水量測定
土壌特性

●理化学性評価
●耐久性要素試験
●理化学性評価
●耐久性要素試験

暗渠疎水材
の劣化質、 、雑

木等の未利用有機資
材及び火山噴出物な
どの未利用無機資材
に対する複数の土壌
タイプにおける分解性

●耐久性要素試験
（複数の土壌）
●耐久性要素試験
（複数の土壌）

耐久性
向上 有機系資材

無機系資材

の劣化

をモミガラと比較し、耐
久性を評価。

地下水位制御システムの例 通水性の持続性向上のための耐久性資材検討

地下水位制御機能低下

無機系資材



②農地・水等の生産資源の適切な保全管理と有効利用による食料供給力の確保

ア 農業水利施設の戦略的な保全管理に資する技術
イ 耕作放棄地の発生防止と解消に資する技術イ 耕作放棄地の発生防止と解消に資する技術

事例 ア 農業水利施設の戦略的な保全管理に資する技術 【本文P１０ （２）ア】
○水路の水利システム全体の水利用機能の性能を可視化した用排水系統図の作成手法
○通水状態の農業用水路トンネルやサイホンを無人で調査 診断する技術

技術開発の目標

○農業水利施設の補修・補強対策時期の推

○通水状態の農業用水路トンネルやサイホンを無人で調査・診断する技術

現 状

既設施設の劣化予農
定に用いられている標準劣化曲線は、予測
精度が十分ではない

○水利施設の補修対策として様々な表面被覆
工法が開発されてはいるが、明確な設計法

○開水路における各種劣化メカニズムに着目し、
物理的・化学的変化に着目した劣化予測及び
構造安全性評価手法を開発し、補修の計画・
設計技術を体系的に整理

測手法を開発

が未確立
設計技術を体系的に整理。

○各種表面被覆材の劣化予測と地盤の繰り返し

水路パネルなどの高分
子材料の劣化予測手
法の開発

表面被覆工法の劣
化解析

○潤滑油診断の発電所、下水道分野での適
用性は確認されているが 農業用揚排水機

荷重による土圧の変化を踏まえた補修の計
画・設計技術を体系化

水利施設の用排水機能の戦略的な保全管理施設性能の標準劣化曲線の例

用性は確認されているが、農業用揚排水機
での有効性が未検証 ○農業用揚排水機場の劣化の特徴を分類・整

理し、潤滑油診断の適用性を評価するとともに、
現場で測定可能な簡易な診断装置の開発。

累
積
摩
耗
粒
子
量

７
累積摩耗粒子量と診断法のイメージ農業用排水機場の排水ポンプ



③被災地域の災害に強い新たな食料供給基地としての再生・復興

ア 農地や農業水利施設等の迅速な復旧に資する技術
イ 先進的な農業の展開のための基盤整備に資する技術

８

イ 先進的な農業の展開のための基盤整備に資する技術
ウ 被災集落の復興整備に資する技術

事例 ア 農地や農業水利施設等の迅速な復旧に資する技術 【本文p１２（３）ア】
○設計条件を超える津波でも機能低下が少ない海岸堤防の整備技術

ウ 被災集落の復興整備に資する技術 【本文P１２ （３）ウ】
○設計条件を超える津波でも機能低下が少ない海岸堤防の整備技術

○沿岸部の農地や農道を津波の減勢・遡上抑制に利用した地域計画手法
○津波被災地域の復興計画づくりを支援するための景観シミュレーション等を活用した住民の合意形成手法

技

○補強土工法をため池以外に防潮堤や農
道等を築造する技術へも応用できるよう設
計・施工手法を確立

○土嚢とジオテキス
タイルを用いたた
め池の盛土補強

現 状 技術開発の目標

計 施工手法を確立

○巨大津波の被害を軽減するため、後背農

技術については、
越流に対して高い
耐久性があること
が確認されている。

補強土工法による築堤技術

越流許容型ため池工法の例

○巨大津波の被害を軽減するため、後背農
地への津波の遡上を許容した減災計画につ
いて、津波遡上抑制効果を評価する技術を
開発。

○津波による浸水域
のシミュレーション手
法については、東日
本大震災の被災地
の復興計画において
活用されている 減災・防災機能を有する農業用施設の配置検討と活用されている。

○３次元ＧＩＳを活用した地理情報可視化技術に

○被災地域の復興計画づく
りに農地・農道等が復旧し
た場合の景観シミュレー
ションを活用したワーク

減災・防災機能を有する農業用施設の配置検討と
津波被害軽減効果の評価

津波による浸水被害

破堤と湛水の状況

○３次元ＧＩＳを活用した地理情報可視化技術に
ついては、ストックマネジメントや土地利用調整
の場面の他、復興計画策定時の支援等様々な
場面での活用が期待。

シ ンを活用 ク
ショップ形式による合意形
成手法を構築

景観シミュレーションによるイメージ評価景観シミュレーションによるイメージ評価

現 況 シミュレーション



④ハード・ソフト一体となった総合的な災害対策の推進による災害に強い農村社会の形成

ア 農地防災対策の総合的な推進に資する技術

イ ハザードマップ等のソフト対策を組み合わせた防災・減災対策の推進に資する技術
ウ 土地改良施設の耐震強化や津波対策に資する技術

事例 イ ハザードマップ等のソフト対策を組み合わせた防災・減災対策の推進に資する技術 【本文P１４ （４）イ】
○ため池の被災危険度や氾濫予測などの防災情報をリアルタイムで提供する情報配信システム

技術開発の目標

ウ 土地改良施設の耐震強化や津波対策に資する技術 【本文P１４ （４）ウ】
○ため池の被災危険度や氾濫予測などの防災情報をリアルタイムで提供する情報配信システム

○ため池等の盛土斜面のせん断強度を原位置で簡便に計測可能な試験技術

現 状

○ため池の防災情報をリアルタイムで提供する
システムについては、詳細な地形状況等を考慮
した再現性の高いシステム開発が必要。

○ため池の耐震性の照査技術について 土質○ため池の耐震性の照査技術について、土質
定数等のパラメータの取り方によって、各種解析
手法の結果が大きく異なる場合があることが懸
念。

○現行のシステムに詳細
な地形情報や破堤条件を
考慮し、現地において実用
度の高いハザードマップ作
成手法を構築

施設管理
者への情
報提供の

遠心載荷装置（俯瞰図）

ため池の防災情報配信システム

報提供の
イメージ

○老朽ため池の地震時挙動を正確に
再現するモデルを開発し、各種解析
手法による照査結果の適用性を検証。

高速回転

模型

模型

遠心載荷装置（俯瞰図）

遠心載荷装置

模型

振動台

模型の拡大

９
ため池の簡易な耐震性能検証手法の開発

高速回転

：遠心力

：地震動（振動台）

地震によるため池の決壊



⑤農地の整備、安定的な水利システムの維持や農村環境の保全等による農業・農村の多面的機能の発揮

ア 地域農業の変化に対応する用排水のリスク評価及び農業水利施設の運用管理手法の開発に資する技術
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ア 地域農業の変化に対応する用排水のリスク評価及び農業水利施設の運用管理手法の開発に資する技術

イ 地球温暖化の影響評価と対応に資する技術

事例 ア 地域農業の変化に対する用排水のリスク評価及び運用管理手法の開発に資する技術 【本文p１５（５）ア】
○流域の水循環を面的に評価できるシミュレーション手法

イ 地域温暖化の影響評価と対応に資する技術 【本文P１６ （５）イ】

現 状

○気候変動が流域の農業用水の水利用に与える影響を定量的に評価する手法

技術開発の目標

○高潮モデルと排水解析モデルを開発し、これら
を統合して高潮・洪水が沿岸部・低平農地に及ぼ
す影響の評価が必要

○気候変動が流域の農業用水利用に与える影響

○将来の気圧低下や洪水規模の増大による低平農地や沿岸部の排水施設の災害危険度を評価し、
気候変動に対応した低平農地・海岸域における施設計画・管理方式を策定。

○流域水循環モデルと気候変化モデルを結合し、将来の農業用水不足や災害危険度の予測を行う
手法を開発○気候変動が流域の農業用水利用に与える影響

を評価するために、洪水や渇水に対する新たな
流域管理モデルが必要

その他の消費水量
（ 業 生活など）

流入量

降水量

貯水量変化

作物蒸発散量

それ以外の
蒸発散量

（工業・生活など）

流入量

流出量流出量

地下水
変動量

利用可能水量

多

少少

0.1°

分布型水循環モデル 基盤整備技術による温暖化対応策



⑥地域の主体性・協働力を活かした地域資源の適切な保全管理・整備

地域が主体とな た地域資源 保全管理 資する技術ア 地域が主体となった地域資源の保全管理に資する技術

事例 ア 地域が主体となった地域資源の保全管理に資する技術 【本文P１７ （６）ア】
○地域住民が水路の維持管理活動に参加する意識を地域固有の要素から分析する手法

技術開発の目標現 状

○地域住民が施設の点検・補修履歴情報や景観・生物生息分布情報を利用した農地・水保全管理活動を容易に進める情報共有
システム

労力提供意欲

○農村協働力は農業水利施設の保全管理等を
促進する上で重要な要素であるが、活動を持続
的に行うための意識の醸成を図ることが必要。

○農地・水保全管理支払交付金による
保全活動が農村協働力の形成に及ぼ
す影響について定量的に把握する手
法を開発

農業用水に対する
受益意識

維持管理に対する
必要性意識

農業用水に対する
関心

農業用水の
利用経験

地域用水機能
の認知度

関係イベント
への参加経験

地域に対する
愛着

地域的対抗関係の
理解度

○集落等の活動組織が水利施設の長寿命化対
策を行う上で重要な施設の補修履歴や水利シ
ステム内の位置関係など、体系的な資源情報
管理するための手法が未確立

○水利施設の補修歴や位置情報などを管理するために、地域住民が簡単に操作できる資源情報
管理システムを開発

利用経験 の認知度 への参加経験 愛着 理解度

施策導入が農村協働力の形成等に及ぼす影響の評価

管理システムを開発

※各テーブルが
リンクしている

地番データ

農地区分
データ

多様な属性情報を保存するための
各地物に対する複数の属性情報テーブル

リンクしている
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地域資源情報共有システム



⑦小水力発電等の自立・分散型エネルギーシステムへの移行と美しい農村環境の再生・創造

ア 小水力発電など農業水利施設等を活用した再生可能エネルギーの導入促進に資する技術
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ア 小水力発電など農業水利施設等を活用した再生可能エネルギーの導入促進に資する技術

イ 生態系や景観等の美しい農村環境の保全・創出に資する技術
ウ 農業集落排水施設や汚泥リサイクル施設等の整備に資する技術

事例 ア 小水力発電など農業水利施設等を活用した再生可能エネルギーの導入促進に資する技術

技術開発の目標

【本文P１８ （７）ア】

現 状

○緩勾配水路における流水エネルギーを利用した効率の高い発電水車
○土地改良施設を利用した小水力発電の導入のための経済性評価手法

○緩勾配水路に土木工事を伴わず設置可能であ
り、水位調節カバーによって上流側に水路の余裕
高の範囲内で堰上げを生じさせるとともに、下流
側では射流で流出させることで 水車の上下流の

水
力

電
力

○これまでに開発された小水力発電装置は数
百kW以上を対象としており、現在未利用となっ
ている数～数十kWの水力を対象とした装置の
開発は少ない 側では射流で流出させることで、水車の上下流の

水位差を高めることが可能な小規模・高効率な水
車の開発

力

開放クロスフロー水車の開発

力開発は少ない

○農業用水路の設計時には、発電を目的とし
た水車の導入は考慮されていないため、通水
機能阻害の観点から水車導入の可否を判定す
るための条件が未解明

○複数の水車の特性と勾配や流水量変動等の水
路特性並びに水路の通水阻害等の水理特性を考

るための条件が未解明

速い流れ

落 差
路特性並びに水路の通水阻害等の水理特性を考
慮した最適設計法を開発

落 差

農業用水路で未利用の水力エネルギー

遅い流れ速い流れ

未利用小規模水力の変換技術の開発



○農業・農村の現場における技術課題に対応するため 技術支援体制を強化することが必要

（４）技術支援体制の強化

○農業・農村の現場における技術課題に対応するため、技術支援体制を強化することが必要。

○既存の技術で対応できるものについては、職員が技術情報を収集し技術支援を行うとともに、高度な技術課
題については、試験研究機関（農村工学研究所、大学等）へ照会し、技術開発成果を基に技術支援を実施。

○地方公共団体、土地改良区等との意見交換や試験研究機関、民間企業等との情報交換を行う体制を構築
し、事業現場からのニーズや技術開発成果を官民で共有し、効率的に技術支援と技術開発を促進。

【参考１、参考２】

技術支援体制の強化の要旨

１．農業農村整備事業の現場における技術課題の掘り起こし

地方公共団体や土地改良区等の関係団体との意見交換会等を行い、地方公共団体や土地改良区等の関係団体との意見交換会等を行い、
技術支援のニーズを収集。

２．現場への解決策の提示

既存の技術で対応できるものについては 現地実習 技術開発成果

農村振興局
地方農政局

試験研究機関

試験研究機関との連絡会議

共有既存の技術で対応できるものについては、現地実習、技術開発成果
の説明会、有識者による講演会、民間技術情報の伝達等により、職員
自ら技術情報を収集し、現場に解決策を提示。

技術課題 対する対応

技術課題の
収集

解決策の提
示

農村工学研究所
大学等

共有

共有
協力

３．技術課題に対する対応

高度な技術課題については、試験研究機関への照会や連絡会議を開
催し技術課題を共有するとともに、各種研究プロジェクトを活用し技術開
発を促進。

また、技術開発計画に位置づけること等により民間における技術開発

地方公共団体
土地改良区等

収集 示

民間企業

共有
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また、技術開発計画に位置 けること等により民間における技術開発
を促進。

改良 共有



【参考１】 技術支援体制の強化 （官民連携新技術研究開発事業の活用）

○民間の活力を導入し農業農村整備事業の低コスト化や技術的課題の解決に寄与する技術開発を推進する
ため 複数の民間企業等（新技術研究開発組合）と試験研究機関（大学や独立行政法人）の共同研究を公

14

ため、複数の民間企業等（新技術研究開発組合）と試験研究機関（大学や独立行政法人）の共同研究を公
募により実施。
○事業現場におけるニーズを集約し、新たな技術開発が必要な課題についてはテーマを公示し、官民連携新
技術研究開発事業により技術開発を促進。

農業農村整備に関する技術開発計画
【技術開発ニーズの提示】

技術開発テーマ（例）

民間企業
試験研究機関
大学

② 施設の適切な保全管理
に資する技術

① 農地の大区画化・汎用
化等に資する技術

民
大学

官民連携新技術研究開発事業

【技術の概要】

大口径パイプとその周囲の砕石地盤を
高強度ネットを用いて一体化を図ること
により管路を浅く埋設する工法

パイプラインの浅埋設工法技術の施工事例

③ 大規模地震に対応した
防災・減災技術

④ 再生可能エネルギーの
活用に資する技術

【技術の効果】

・液状化による浮上等が防止され耐震
強度の強化

・施工断面の縮小、工期短縮によるコス、 期
ト縮減

設計基準等への反映



【参考２】 技術支援体制の強化 （地方農政局の取組事例）

○地方農政局、土地改良技術事務所、調査管理事務所等の組織が一体となって技術相談窓口を設置し、地
方公共団体や土地改良区等からの技術的課題等の相談・照会事項に対する支援体制を強化方公共団体や土地改良区等からの技術的課題等の相談・照会事項に対する支援体制を強化。

活動記録管理シート

出前講座

対象者：県、市町村、土地連等

内容：簡易な機能診断技術、
補修技術の現地講習会補修技術の現地講習会
を行い技術力の向上を
図る。

目地補修

簡易設計・積算システム

新技術・新工法説明会

対象者：国、県、土地連等
対象者：農地・水向上対策活

動組織

簡易設計・積算システム

内容：保全技術、施工技術、
環境技術の分野の新
技術についての説明会
を実施し、技術情報の
共有を図る

内容：活動状況を記録するた
めの簡易なシートの開
発や現地条件に応じた
様々な試算が可能な簡
易設計 簡易積算のシ
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共有を図る。 易設計、簡易積算のシ
ステムの開発


